
 

 

株式会社日本政策投資銀行、株式会社日本経済研究所、一般財団法人日本経済研究所およ
び株式会社価値総合研究所（以下、「DBJ グループ」）では、このたび、PFI 法施行 20 周年
を契機とした調査研究（以下、「PFI 法施行 20 周年企画」）のとりまとめ結果として、「今後
の地域活性化に向けた官民連携の更なる活用のために ～PFI 法施行 20 周年を契機とした
振り返りと新たなステージへの考察～」を公表します（掲載資料 1）。 

DBJ グループでは、これまで、PPP/PFI（※）に関して、地域課題解決や地域活性化・
地域創生へ向け、各種調査・情報発信・提言やプロジェクトメイキング支援、リスクマネー
供給を含む投融資など、多様な形で積極的に取り組んでまいりました。 

そのような中、本年 2019 年には、1999 年の PFI 法施行より 20 周年を迎えたことから、
これを良い節目として、PPP/PFI のこれまでを総括しつつ、今後の方向性を展望するため、
「PFI 法施行 20 周年企画」として多面的に検討を進めてきたところです。 

検討に際しては、本年 9 月と 11 月の計 2 回、各界を代表する有識者の皆様で構成される
会議（以下、「有識者会議」）も開催し、活発なご議論を頂きました（掲載資料 2）。今回の
とりまとめ結果は、有識者会議で頂いた様々なご意見等もふまえて整理・公表させて頂くも
のであり、主なポイントは以下のとおりです。 

① これまでの 20 年は、公共施設の「整備・維持管理」から、インフラ分野も含む「経
営・マネジメント」のステージへと展開

② 今後は、「経営・マネジメント」を「面的・複合的・広域的」に推進して地域活性化を
図っていく、未来志向型の新たなステージへと移行

③ そのためには、リーダーシップ人財の形成を含む地域一丸の態勢づくり、更には、財
政再建と成長戦略へ、各地域の志高い取組を強力にバックアップする官民連携での推
進態勢が重要

DBJ は、企業理念「金融力で未来をデザインします～金融フロンティアの弛まぬ開拓を
通じて、お客様及び社会の課題を解決し、日本と世界の持続的発展を実現します～」に基づ
き、わが国における地域活性化や官民連携（PPP/PFI）の推進に貢献してまいります。 

（掲載資料） 

1. 「今後の地域活性化に向けた官民連携の更なる活用のために～PFI 法施行 20 周年
を契機とした振り返りと新たなステージへの考察～【概要】」

2. 「PFI 法施行 20 周年企画」有識者会議委員名簿、有識者会議の模様（写真）

（※１）PPP（Public Private Partnership：パブリック プライベート パートナーシップ）
とは、国や地方公共団体などが提供する公共サービスについて、官民が連携して実施する事
業手法。PPP の中には、PFI、指定管理者制度、公設民営（DBO）等が含まれる。 

（※２）PFI（Private Finance Initiative：プライベート ファイナンス イニシアティブ）
とは、公共施設等の設計、建設、維持管理および運営に、民間の資金とノウハウを活用する
ことで、効率的かつ効果的な公共サービスを提供する公共事業の手法。 
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有識者会議の模様 
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今後の地域活性化へ向けた官民連携の更なる活用のために ～PFI法施行20周年を契機とした振り返りと新たなステージへの考察～ 【概要】
１．PPP/PFI 20年の振り返り（公共施設の「整備・維持管理等」 → インフラ分野も含む「経営・マネジメント」へ）

（PFIの基本スキーム･役割分担イメージ）(0) 導入: 行財政改革等の流れの中、英国のPFI (*)を参考に、1999年 議員立法によりPFI法制定

(1) : 公共施設の効果的かつ効率的な「整備・維持管理等」
• 導入以降、国が 自治体･経済界からの改善要望を採り入れ 順次ガイドライン策定(プロセス・リスク等)するなど、日本型で
着実に浸透（ハコモノ⇒運営型⇒多様なPPP手法の活用）

• その後、ヒト・モノ・カネに係る課題の深刻化を踏まえた公有資産マネジメント要請等の中、「点・単体・個別」から「面・複合・
広域」での課題解決へも活用・展開

• 効果: 「公共サービスを官が民からパッケージで調達する」新たな概念の下、財政負担軽減やサービスの質向上、公共施設
と民間収益事業の融合、ファイナンスを通じたガバナンス 等

※ 但し、公的財源で事業費用を賄う方式(サービス購入型)が中心。また、民間運営ノウハウ等を存分に活かすには指定管
理者で補完が必要など PFIのみでは不十分な面も ⇒ ステージ1の特徴･限界

～ ⇒ へ（2011年PFI法改正）～
• 厳しい財政下での老朽化インフラ更新対応の必要性、内向きなインフラ関連産業の成長戦略等の観点から、民間資金・
ノウハウの最大限活用が重要に ⇒ 政府主導(閣法)のPFI法改正によりコンセッション方式(公共施設等運営権)が導入

(2) : インフラ分野も含む「経営・マネジメント」 (空港、道路、上下水道等の利用料金徴収型事業)
• 官が施設所有したまま、民が事業リスクを負担し、更新投資等含め裁量を持って長期運営等を実施
• 効果: 民間の「経営・マネジメント能力」導入により、経済の「トップラインの伸長」(空港: エアライン誘致等を含めた一体的
運営による集客増、商業施設収益増等)、「ボトムライン悪化の緩和」等(上下水道: 維持管理･改築等の一体実施による
ライフサイクルコスト最適化、ICT技術等導入による効率化、それらを通じた料金値上げ幅の緩和等）

20年の展開と成果（ステージ１及び２）

(1) 民チームの「プラスの知恵」による「パッケージ」(一括発
注･性能発注･長期契約)での「サービス提供」を通じた
「付加価値創出」と、「プロジェクト･マネジメント」
⇒ チームで知恵絞る

(2) 官-民チーム–金 によるリスク分担
⇒ 得意な者が得意なリスクを負担

(3) VFM(バリューフォーマネー)の創出等
⇒｢同じ金額でもより良質なサービス｣

「同じ質でもより低廉なサービス｣

※ 長期契約による固定化リスクや弾力性等
の課題あり

各関係主体に期待される視点

【図1】 PFIがもたらした新たな概念･価値観等(*)PFI: Private Finance Initiative

【図2】 PPP/PFIの展開と未来志向型官民連携

(1) 近時の英国動向等と異なり、日本では着実な展開(⇒ 2018年度末現在の実施実績: 累計740件･6.3兆円) 
(2) 設計・建設・維持管理・運営各段階におけるVFM創出(下記)はじめ定量・定性で着実な成果

(⇒ VFM傾向: 設計13.1%、建設19.7%、維持管理13.2%、運営11.3% ※) ※事業者選定時

これまでの評価

(1) 未来志向型官民連携の重要性
• 多様化する課題の解決や地域活性化へ、個々の自治体や個々の民間のみの対応では限界

(2) 想定分野例 ⇒ 民間の新しいアイデア・技術導入、ボーダーレスな視点･取組が重要
•生活基盤維持の視点、ボトムライン悪化を緩和する視点

①上下水道分野等での官民協働事業体を活用した実質的広域化
②公有資産マネジメントを契機としたまちづくり再構築(「コンパクト＋ネットワーク」の実行・実現)

•地域の成長力やトップラインを伸ばす視点
ハードインフラ(空港等)とソフトインフラ(DMO、データ基盤等)の一体運用 等

(3) 推進に向けて
• 地域の関係者による課題共有と、地域ビジョン実現へ向け各々の強みを活かした担い手形成、
そのための地域一丸による態勢づくり(「地域ビジョン推進プラットフォーム」)等が重要

• 同プラットフォームで、未来志向型プロジェクト実践等へ向け、川上段階から分野・主体横断的
に産官学金住労言による地域一体にて企画・検討・実践。地域の合意形成､人財育成や民間提案促進へ寄与

• 同プラットフォームを通じ、エンドユーザーである住民や担い手職員を含む地域のステークホルダーとの丁寧な合意形成、
政策決定プロセス明確化等を推進

• 官民連携は、同プラットフォームを通じて企画・検討・実践される課題解決事業推進の一手法

２．未来志向型官民連携（「経営・マネジメント」 × 「面・複合・広域」）

課 題 適切な活用に向けた視点

①約8割の自治体がPFIを未実施であり、
意義・効果の普及が不十分

・PFIの重要性認識に繋がる将来課題や活用成果の見える化(EBPM(*))
・先進自治体に蓄積された知見・経験の移転
・シンプルな地産地消型PFIや廃校活用等での成功体験も重要(始めの一歩)

②維持管理･更新費が年間6兆円規模に
及ぶ道路等インフラの課題解決への活用

・シンプルな長期・包括維持管理型PFIの普及・活用や市場規模の見える化、
スキームの効果を高める工夫(アベイラビリティ・ペイメント等)、個別法制度内
でのベストプラクティス検討等

③進化する民間ICT等新技術の適切な導入 ・未確立技術提案へのVFM等評価のあり方検討等
④地方債等既存の制度･枠組や固定観念
(「官の/民の領域」)に囚われない意識 等

⇒①ｰ④ PFIの制度や運用の改善・進化等のほか、PPPの更なる展開を含む
多様な官民連携の適切な活用等も重要

国
財政再建と成長戦略等へ向け、各地域の志高い取組を
強力にバックアップする制度設計検討･推進態勢強化等

自治体
既存の制度・枠組に囚われない自律意識、課題･ビジョン
等発信力、未来志向型事業等の企画・形成力の向上
等

民間
未来志向型事業等に対応するための多様なチームアップ
力(競争から共創へ)、経営・マネジメント力の強化、インフ
ラ輸出含む今後の海外展開を見据えた取組と蓄積

金融
機関

リスクマネー供給機能＋各種コーディネート機能等の強化、
地域金融機関はじめ各機関の強みを活かした連携・協
働等

共通
自律的に志高い取組を実践できる推進力あるリーダー
シップ人財の本格的形成が国全体として重要

ステージ１ー①

ステージ１ー②

ステージ２

ステージ１

ステージ１ ステージ２

効果

効果
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「PFI法施行20周年企画」有識者会議における
議論の整理概要

公共
（国、自治体等）

民間事業者
（SPC）

利用者
（住民等）

金融機関

アドバイザー
コンサル
ティング

融資

事業契約

サービス
提供 出資・契約

設計会社 建設会社 維持管理会社 運営会社

コンソーシアム（企業連合）

面
・
複
合
・
広
域

＜PFI事業＞
• 「施設整備・維持管理型」事業（ハコモノ事業）
• 運営型事業
(事業類型：サービス購入型、混合型、独立採算型)
＜多様なPPP事業＞
• 指定管理、包括委託、定期借地権、設置管理許可等

• バンドリング
• 複合化・集約化
• 広域連携事業
• 民間収益事業との複合事業・まちづくり事業等

• ハードインフラ(空港等)とソフトインフラ(DMO､データ基盤等)の一体
運用

• 上下水道分野等での官民協働事業体を活用した実質的広域化
• 公有資産マネジメントを契機としたまちづくり再構築(「コンパクト＋

ネットワーク」の実行・実現)点
・
単
体
・
個
別

これまでの
PPP/PFI

未来
志向型

整備・維持管理（モノ・ハード）

2011年PFI法改正
・ 民間の経営・マネジメント能力活用による
インフラ老朽化対応・持続的運営
・ 指定管理者等で課題のあった更新投資等含め
改善図られるが、まだ課題も

経営・マネジメント（サービス・ソフト）

＜ステージ１ー①＞

＜ステージ２＞

＜ステージ１ー②＞

＜新たなステージ＞

施設の効果的かつ効率的な整備・維持管理等 ヒト・モノ・カネに係る課題の深刻化を踏まえた
公有資産マネジメント等への対応

コンセッション 民間の新しいアイデア･技術導入による新たな取組を
通じた、攻め/守り両面の地域課題･社会課題対応

～コンセッション等活用による広域的官民協働事業～

広域的官民
協働事業体
（担い手）

利
用
料
金

支
払

サ
ー
ビ
ス

提
供

出融資

維持管理・
運営・更新

監視金融機関

設立主体

モニタリング組織

OM企業
（地元・大手）

利用者

コンセッション・包括委託等の手法

コア

順次拡大
A県・市

B町

C村

D市

E町

広域連携・PPP導入の支援
情報提供・アドバイス

情報交換
ネットワーク

支援組織

(*)EBPM：Evidence-Based Policy Making(証拠に基づく政策立案)




